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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第57期

第１四半期
連結累計期間

第58期
第１四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 （百万円） 124,543 117,717 475,608

経常利益 （百万円） 43,796 24,264 129,188

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 30,682 24,851 92,138

四半期包括利益
又は包括利益

（百万円） 46,095 △31,463 33,651

純資産額 （百万円） 960,842 903,555 941,813

総資産額 （百万円） 1,175,239 1,077,652 1,120,171

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） 456.67 369.86 1,371.34

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 81.6 83.6 83.9
 

 (注)１  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　

(自動制御機器事業)

当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社でありましたSMC Mfg ベトナムは重要性が増したため、ま

た、SMC 天津製造は新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

この結果、当社グループは、当社並びに子会社73社(連結子会社35社、非連結子会社38社)及び関連会社１社

により構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行っておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から同年６月30日まで)は、米国及び欧州では主に個人消費が景

気を下支えし、アジアではインド経済が堅調に推移する一方で、中国、ASEAN、NIE'S諸国では総じて景気の減速

傾向が続きました。日本では、英国のEU離脱問題等に伴う急速な円高の進行、個人消費や企業収益の伸び悩みな

どにより、景気は横這いの状況で推移いたしました。

自動制御機器の需要は、アジア・北米地域の半導体関連産業向けを中心に堅調に推移いたしました。

このような状況の中で当社グループは、主要製品の改良や生産方式の変更等と並行してコストダウンを推進す

るとともに、国内営業体制の改革及び海外営業戦力の拡充を図り、拡販に注力した営業活動を展開してまいりま

した。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は117,717百万円(前年同四半期比5.5％減)となりまし

た。主に円高に伴う減益影響を受け営業利益は36,445百万円(同3.5％減)となり、外貨建債権債務に係る為替差損

15,252百万円(前年同四半期は為替差益3,344百万円)を計上したことなどから、経常利益は24,264百万円(同

44.6％減)となりましたが、移転価格税制に基づく更正処分に係る日韓相互協議の合意に伴う法人税等の還付によ

る過年度法人税等6,898百万円の計上により、親会社株主に帰属する四半期純利益は24,851百万円(同19.0％減)と

なりました。

自己資本四半期純利益率(ROE)は、前年同四半期に比べて0.5ポイント低下して2.8％となりました。

なお、単一の報告セグメントである自動制御機器事業の売上高は117,261百万円(同5.5％減)となり、営業利益

は37,441百万円(同3.4％減)となりました。報告セグメントに含まれないその他の売上高は494百万円(同2.9％増)

となり、営業利益は30百万円(同55.0％増)となりました。

 

(2) 財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて42,519百万円(3.8％)減少して1,077,652

百万円となりました。主な要因は、現金及び預金が29,920百万円、たな卸資産が8,123百万円、有形固定資産が

6,726百万円それぞれ減少したことであります。

負債は、前連結会計年度末に比べて4,260百万円(2.4％)減少して174,097百万円となりました。主な要因は、納

税により未払法人税等が4,278百万円減少したことであります。

純資産は、主として、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により利益剰余金が18,050百万円増加した

ものの、円高に伴い為替換算調整勘定が56,574百万円減少したことから、前連結会計年度末に比べて38,258百万

円(4.1％)減少して903,555百万円となり、自己資本比率は83.6％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、4,834百万円(前年同四半期比1.4％増)であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,369,359 67,369,359
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり、単
元株式数は100株であります。

計 67,369,359 67,369,359 － －
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

－ 67,369 － 61,005 － 72,576
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 148,100 － 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他) (注)１ 普通株式 67,176,600 671,766 単元株式数は100株であります。

単元未満株式 (注)２ 普通株式 44,659 － －

発行済株式総数  67,369,359 － －

総株主の議決権 － 671,766 －
 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式の株式数には、従業員持株会支援信託ESOP(以下、「ESOP信託」とい

う。)が保有する当社株式30,100株が含まれております。

２ 「単元未満株式」の普通株式の株式数には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＳＭＣ株式会社 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 148,100 － 148,100 0.21

計 － 148,100 － 148,100 0.21
 

(注)　当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、148,364株であります。また、この他にESOP信託が保有する当

社株式が29,100株あり、会計上は自己株式として認識しております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、清陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 412,707 382,787

  受取手形及び売掛金 118,264 116,775

  商品及び製品 79,645 76,759

  仕掛品 15,650 14,502

  原材料及び貯蔵品 87,267 83,179

  その他 34,481 38,140

  貸倒引当金 △894 △812

  流動資産合計 747,123 711,331

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 65,918 61,357

   機械装置及び運搬具（純額） 32,167 29,113

   土地 32,232 30,719

   その他（純額） 17,990 20,392

   有形固定資産合計 148,309 141,583

  無形固定資産 4,553 6,453

  投資その他の資産   

   投資有価証券 44,311 46,401

   保険積立金 118,992 117,602

   その他 58,770 56,029

   貸倒引当金 △1,889 △1,750

   投資その他の資産合計 220,184 218,282

  固定資産合計 373,048 366,320

 資産合計 1,120,171 1,077,652
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 55,405 57,493

  短期借入金 45,918 42,208

  未払法人税等 12,352 8,073

  賞与引当金 2,611 6,099

  引当金 － 641

  その他 33,962 30,264

  流動負債合計 150,249 144,780

 固定負債   

  長期借入金 3,325 5,720

  役員退職慰労引当金 808 823

  退職給付に係る負債 9,388 9,170

  その他 14,585 13,602

  固定負債合計 28,108 29,316

 負債合計 178,357 174,097

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 61,005 61,005

  資本剰余金 72,778 72,792

  利益剰余金 775,655 793,705

  自己株式 △3,411 △3,403

  株主資本合計 906,027 924,099

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,879 3,114

  為替換算調整勘定 32,336 △24,238

  退職給付に係る調整累計額 △1,833 △1,790

  その他の包括利益累計額合計 33,381 △22,913

 非支配株主持分 2,403 2,368

 純資産合計 941,813 903,555

負債純資産合計 1,120,171 1,077,652
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 124,543 117,717

売上原価 61,293 56,374

売上総利益 63,249 61,342

販売費及び一般管理費 25,471 24,897

営業利益 37,778 36,445

営業外収益   

 受取利息 1,782 1,720

 為替差益 3,344 －

 その他 1,062 1,488

 営業外収益合計 6,189 3,208

営業外費用   

 支払利息 75 45

 売上割引 56 61

 為替差損 － 15,252

 その他 38 30

 営業外費用合計 170 15,390

経常利益 43,796 24,264

特別利益   

 固定資産売却益 17 20

 投資有価証券売却益 － 11

 その他 1 1

 特別利益合計 19 33

特別損失   

 固定資産除却損 16 30

 投資有価証券売却損 － 18

 その他 7 8

 特別損失合計 23 57

税金等調整前四半期純利益 43,792 24,240

法人税等 13,090 6,281

過年度法人税等 － ※  △6,898

四半期純利益 30,702 24,857

非支配株主に帰属する四半期純利益 19 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 30,682 24,851
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 30,702 24,857

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 994 237

 為替換算調整勘定 14,529 △56,601

 退職給付に係る調整額 △130 43

 その他の包括利益合計 15,393 △56,320

四半期包括利益 46,095 △31,463

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 46,058 △31,443

 非支配株主に係る四半期包括利益 37 △19
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

(連結の範囲の重要な変更)

当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社でありましたSMC Mfg ベトナムは重要性が増したため、また、SMC

天津製造は新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
 

 

　

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応報

告第32号　平成28年６月17日)を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当該変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。
 

 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

(税金費用の計算)

  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 なお、一部の連結子会社の税金費用については当該見積実効税率に代えて法定実効税率により計算し、繰延税金

資産については回収見込額を合理的に見積り、その範囲内で計上しております。
 

 

　

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を当第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 
(従業員等に信託を通じて自社の様式を交付する取引)

 (1) 取引の概要

当社は、従業員に対して当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブを付与することにより勤労意欲

の向上を図るとともに、従業員持株会を通じた当社株式の購入・保有を奨励することにより株価への意識の向

上と安定的な資産形成の促進を図ることを目的として、「ESOP信託」を導入しております。

［ESOP信託の概要]

　　 ① 信託の種類：特定金銭信託(他益信託)

　　　② 委託者：当社

　　　③ 受託者：株式会社りそな銀行

　　　④ 受益者：当社従業員持株会会員(会員であった者を含む。)のうち、受益者要件を充足する者

　　　⑤ 信託の期間：平成24年５月17日から平成29年６月30日まで

※当社従業員持株会への売却によりESOP信託内に当社株式がなくなった場合又はESOP信託が借入金を完済し

た場合には、信託の期間が満了する前に、信託は終了いたします。

　　　⑥ 議決権行使：ESOP信託が保有する当社株式の議決権は、信託管理人の指図に従って行使されます。
 

 

EDINET提出書類

ＳＭＣ株式会社(E01673)

四半期報告書

11/16



 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

 (2) 会計処理の方法

当社は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第30

号　平成27年３月26日)第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

 

 (3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託が保有する当社株式の帳簿価額は、前連結会計年度395百万円、当第１四半期連結会計期間382百万円であ

り、株主資本において自己株式として計上しております。

② 当該株式の期末株式数は、前連結会計年度30,100株、当第１四半期連結会計期間29,100株、期中平均株式数は

前第１四半期連結累計期間35,357株、当第１四半期連結累計期間29,796株であり、１株当たり情報の算出上、

控除する自己株式に含めております。
 

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※　過年度法人税等

移転価格税制に基づく更正処分に係る日韓相互協議の合意に伴う法人税等の還付額であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

減価償却費 3,279百万円 3,476百万円
 

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 6,718 100 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

(注) ESOP信託が保有する当社株式につきましては、会計上は自己株式として認識しているため、当該株式に対する配

当金３百万円は、上記配当金の総額には含めておりません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 6,719 100 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

(注) ESOP信託が保有する当社株式につきましては、会計上は自己株式として認識しているため、当該株式に対する配

当金３百万円は、上記配当金の総額には含めておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

　   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１ 合計

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３自動制御機器事業

売上高      

  外部顧客への売上高 124,101 441 124,543 － 124,543

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
－ 39 39 △39 －

計 124,101 480 124,582 △39 124,543

セグメント利益 38,772 19 38,792 △1,014 37,778
 

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、営業倉庫業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△1,014百万円には、報告セグメントに帰属しない一般管理費中の全社費用△1,014百

万円を含んでおります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

　１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１ 合計

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３自動制御機器事業

売上高      

  外部顧客への売上高 117,261 456 117,717 － 117,717

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
－ 38 38 △38 －

計 117,261 494 117,755 △38 117,717

セグメント利益 37,441 30 37,472 △1,026 36,445
 

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、営業倉庫業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△1,026百万円には、報告セグメントに帰属しない一般管理費中の全社費用△1,026百

万円を含んでおります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４　当第１四半期連結会計期間より、「自動制御機器事業」に属する SMC Mfg ベトナム及びSMC 天津製造を新た

に連結の範囲に含めております。

　

　２　報告セグメントの変更等に関する事項

　　 (平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

「会計方針の変更等」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却方法を同様に

変更しております。

なお、当該変更による当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 456円67銭 369円86銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 30,682 24,851

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額(百万円)
30,682 24,851

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,186 67,191
 

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　ESOP信託が保有する当社株式は、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております(前第１四半期連結累計期間35,357株、当第１四半期連結累計期間29,796

株)。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月３日

ＳＭＣ株式会社

取締役会  御中
 

清 陽 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
公認会計士 石井　 和人 ㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
公認会計士 尾関  高徳 ㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
公認会計士 乙藤　 貴弘 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＭＣ株式会社

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＭＣ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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